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ゆきとどいたゆきとどいたゆきとどいたゆきとどいた福祉福祉福祉福祉のののの実現実現実現実現をめざすをめざすをめざすをめざす福祉人材確保対策福祉人材確保対策福祉人材確保対策福祉人材確保対策のためののためののためののための要請要請要請要請    

  景気回復が言われだした近年、高齢者介護事業を筆頭に社会福祉施設等における職員確保が極めて重大な困難に直面しています。  全社協中央福祉人材センターがまとめた「福祉人材の求人求職動向」（平成 18年 4月～6月職業紹介実績報告）によると、老人福祉・介護分野での有効求人倍率（3ヶ月の平均）は1.91倍という異常な数値になっていますが、こうした状態は、早晩、他の社会福祉分野にも及ぶことが懸念されるものです。  かつてバブル期における福祉労働力不足と福祉需要の増大を予測して制定された「社会福祉事業に従事するものの確保を図るための措置に関する基本的な指針」（1993年 4月 14日厚生省告示。以下「福祉人材確保基本指針」）でも、「社会福祉事業は、人を相手とし、人が行うサービスであり、その適正な実施を図るためには、社会福祉事業に従事する者の質及び量の両面にわたる確保が不可欠である」と指摘していますが、今日の福祉労働力不足は、まさに住民への適正で良質の社会福祉サービスの保障にとっても重大な支障をきたす事態となっています。  福祉人材確保にとっての最大の課題は、「福祉人材確保基本指針」でも強調しているように、社会福祉を志し従事する者が、その仕事に誇りと生きがい、働きがいを持ち、長期にわたって就業し十分に力を発揮できるよう適切な賃金、労働時間、福利厚生等を保障し、「魅力と働きがいのある福祉職場」としていくことです。そして、そのためにも自治体による財政的な支援と適切な監査・指導等が不可欠です。 つきましては、以下の点を含んだ「福祉人材確保対策」の具体化が図られますよう要望いたします。  
1、福祉人材確保対策にかかわる「基本指針」の見直しにおいては、その実効性を確保する上

でも民間社会福祉施設等の職員の賃金について「福祉の仕事に携わる公務員と同等の水準を

保障すること」と明記し、そのための十分な財源保障を国・自治体の責務として明確にする

こと。 

２、社会福祉施設等における職員配置基準を抜本的に改善し、労働時間の短縮、労働諸条件の

改善を図ること。また、職員の非正規化・パートを促進する「常勤換算方式」を止めること。 

３、前項の改善のための人件費財源が社会福祉利用者の利用料に転嫁されないよう措置費･運

営費、介護報酬や障害者自立支援費等と切り離した特別助成とすること。 

以上  
2007年  月  日 

○団体名 

 

○代表者名 


